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Ⅰ　はじめに
　2007 年に特別支援教育が本格実施され 5 年が経過した。特別支援教育は，障害のある子
どもの自立や社会参加を目指した主体的な取り組みを支援し，従来の特殊教育の対象とさ
れていなかった知的な遅れのない学習障害，注意欠陥多動性障害，高機能広汎性発達障害

（以下，LD，ADHD，HFPDD の略称で記す）などの発達障害も対象として，彼らの在籍
するすべての教育現場（以下，学校と記す）における実施が求められた [1] [2]。さらに，「特
別支援教育は共生社会形成の基礎を培う」と記され，教育の在り方にとどまらず社会の有
り様にも言い及んだ。この推進において強調されたのが，校長のリーダーシップの下に各
学校における支援体制が整備されることであった。すなわち，学校経営の在り方が特別支
援教育の対象となる子どもの将来にも影響を及ぼすとの認識を校長に強く求めているので
ある [1] [2]。
　これらのことから，校長の認識が各学校における特別支援教育の推進に及ぼす影響は非
常に大きい。これまで，特別支援教育について校長を含めた教員の意識を取り扱う報告が
多くなされてきた [3] [4] [5] [6] [7] [8] [9] [10] [11]。しかしながら，校長の特別支援教育に関わる意識を
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重点的に調査した研究は少なく，吉利・吉海（2006） [7]，米沢・岡本・林（2011） [11] など，
散見される程度である。
　吉利・吉海（2006） [7] は，特別支援教育が本格実施される直前の校長の意識を明らかに
している。この報告において，校長の多くが特別支援教育の理念については賛同するもの
の，その推進においては多くの課題があると考えていることが明らかにされた。さらに，
特別支援教育を推進する上での学校経営戦略として，「保護者との連携」と「校内委員会
の推進」が重視され，推進に向けた課題としては「専門性の高い教員の育成」があること
が明確にされた。
　また，米沢・岡本・林（2011） [11] においては，校長と特別支援教育コーディネーターと
担任教師との意識が比較されており，校長はコーディネーターや担任教師と比較して，

「意識改革・共通理解」，「児童・保護者との信頼関係」，「校内連携」，「専門機関などとの
連携」，「支援の実施」の 5 つの領域すべてにおいて，現状を肯定的にとらえる可能性が示
唆された。しかしながら，この研究は校内の職位における意識の違いが大きなテーマであ
り，特別支援教育に関する意識自体について問う研究ではなかった。
　特別支援教育が本格実施され 5 年経過した現在，校長の特別支援教育に関する意識はど
のように変化し，変化しなかったであろうか。今回の研究の目的は，特別支援教育の黎明
期における校長の意識を調査した吉利・吉海（2006） [7] と比較し，現在の校長の特別支援
教育に関する意識はどのようなものとなったのか確認することにある。

Ⅱ　方法
　A 市内の小学校長を対象としてアンケート調査を実施した。アンケートは，A 市校長会
主催の特別支援教育に関する研修会において配布し，研修開始前に記入するように伝え，
研修後回収した。アンケート項目は，吉利・吉海（2006） [7] において使用された項目を論
文から読み取り，第一筆者の了解を得て使用した（巻末資料参照）。

Ⅲ　結果
１．回収率
　回答はその場で回収した。回収率は 96.1％（25）―括弧内は実数，以下同様―であった。
このうち，2 つの回答は，空欄が多かったため無効とし，23 の回答を分析対象とした。
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２．特別支援教育に関する知識

　図 1 に特別支援教育の知識に関する自己評定を示す。
「十分である」，または「不十分である」とした回答はない。「まあまあ十分である」
39.1％（9），「あまり十分ではない」56.5％（13），無答 4.3％（1）であった。

３．特別支援教育の理念に対する支持

　図 2 に特別支援教育の理念に対する支持を示す。「強く支持する」26.0％（6），「どちら
かといえば支持する」56.5％（13）の 2 つを合計すると 82.6％（19）であった。また，「支
持しない」，「どちらかといえば支持しない」とした回答はなく，特別支援教育の理念に関
して，全員が肯定的にとらえていることが明らかとなった。一方，自由記述された内容
からは，「様々な子どもがおり，その子ども達を社会に出していくためには，いろいろな
人と関わる経験が必要である（強く支持する）。」という共生社会の理念に基づく意見，

「児童に一人一人に応じた支援が必要である（どちらかといえば支持する）。」といった個
に応じた指導という観点からの意見など肯定的にとらえた回答がある一方で，「理念は素
晴らしい（強く支持する）」といった，見方によっては現状を批判的にとらえたと考えら
れる回答もあった。さらに，「従来の一斉指導では限界がある（どちらかといえば支持す
る）。」，「実態に幅がありすぎ，普通学級での対応には限界がある（どちらかといえば支持
する）」，「すべて同じように対応するという極端なインクルーシブには賛成できない（ど
ちらかといえば支持する）」，「専門的な知識のあるスタッフが必要（どちらともいえな
い）」など，推進するにあたっては解決すべき問題があるとする回答もあった。
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図１　特別支援教育に関する知識の自己評価

図 2　特別支援教育の理念に対する支持
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４．特別支援教育を推進するために重視すること

　図 3 に特別支援教育を推進するために重視することを示す。「保護者との連携」95.7％
（22），「関係機関との連携」78.3％（18），「校内委員会の運営」69.6％（16）が多くの学校
において重視された項目であった。一方で，「教育委員会への要望」，「学校内外の人材活
用」，「教職員の人事」といった項目について重視するとした回答は少なかった。特に，

「特別支援学校との連携」とした回答はなかった。「その他」として自由記述によって回答
されたのは，「校内と校外両面において推進する」，「教職員の専門的な知識が十分ではな
いため，アセスメントとそれに基づく指導を外部に委託する」であった。

５．特別支援教育における全校児童の理解推進に関する取り組み

　図 4 に特別支援教育における全校児童の理解推進に関する取り組みについて示す。回答
の多くは「授業で一緒に活動する」73.9％（17），「授業時間などに一緒に活動する」47.8％

（11）といった，子どもがともに活動することで理解が促進する事を期待するものであっ
た。また，その他としては「毎年テーマを設けて学習している。今年度は聴覚障害。」と
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図 3　特別支援教育を推進するために重視する方略（主なもの 3 つを回答）

図４　児童の相互理解のための方略（複数回答）
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いうように，テーマを設け系統的な学習を実施しているというものや，「保護者への働き
かけをとおして児童理解を図る。」といったものもあった。

６．特別支援教育に関する職員の校内研修について

　特別支援教育に関する校内研修は 22 校で実施されていた。図 5 にその校内研修の内容
について示す。その結果，「実態把握」に関するものが 82.6％（19）で最も多く，続いて

「障害理解」，「支援体制の構築」に関するものが，ともに 56.5％（13）で続いた。一方で，
保護者との連携については 21.7％（5）で，最も少なかった。また，「その他」とされた内
容の中には外部講師の招聘が複数あった。

７．特別支援教育コーディネーターについて

　特別支援教育コーディネーターの校内での属性について，図 6 に示す。最も多かったの
は，「特別支援学級担当者」で 43.4％（10）であった。「その他」とされた回答は，校内に
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図 5　学校で行われる特別支援教育に関する研修の内容（複数回答）

図 6　特別支援教育コーディネーターの属性 図 7 その業務内容
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おける分担や担当とは関係なく「特別支援教育に知識のある教員」（2），「保護者や児童か
ら信任のあつい，優れた教員」（2）などがあった。続いて，コーディネーターの職務の内
容を図 7 に示す。すべての回答に共通する職務の内容はなかった。最も多いものは「他機
関との連携」52.2％（12）であった。続いて，「校内員会」，「校内研修」が続いた。一方で，

「個別の指導」，「担任への指導助言」などの回答は少数であった。

８．個に応じた教育的な対応について

　図 8 に児童の実態と，それぞれの就学先として適当と考える学校・園について示す。こ
の児童の実態は，吉利・吉海（2006） [7] において示された実態と同様である。この実態の
中で，A 児，B 児，C 児，D 児，E 児は，当時の養護学校への在籍が勧められたケースで
あった。今回の調査では，これらの児童については，特別支援学校，あるいは特別支援学
級とした回答が多く実際の判断に則った結果と言えよう。一方で，発達障害が疑われる F
児，G 児，H 児においては，多様な判断があった。これらの結果は，吉利・吉海（2006） [7]

の結果と同様であった。

９．特別支援教育の推進に当たって重要であると考えられる取り組み
　特別支援教育の推進に当たって，重要であると認識されている取り組みを図 9 に示す。
この設問は自由記述によって回答された内容からカテゴリー化して計数した。最も多いの
は「教員の専門性の向上を目指した研修」39.1％（9）であった。続いて，「保護者の特別
支援教育に関する理解の向上」17.3％（4），「人的配置の充実」，13.0％（3）であった。
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トイレットトレーニングができておらず，車いすを利
用している。そして、1日3回の投薬を要する。

高機能自閉症のある児童で，その場の状況や相手の感
情を理解できず、集団行動が苦手である。

言葉を話さないが，手話を理解することができる，難
聴で聞こえにくい。
歩行ができず，車いすを利用している。言葉でのコ
ミュニケーションはできないが，身振りやコミュニ
ケーションボードを使って自分のニーズを伝えること
ができる。
視覚障害の診断を受けている。車いすを利用し、言語
を有さない。
ダウン症の児童で聞こえはよく、言語によるコミュニ
ケーションがとれる。本人自身は2，3語の単語しか話
すことができない。
ＬＤのある児童で、知的な遅れはなく、計算はできる
が、文章問題を解くことが苦手である。
ＡＤＨＤのある児童で、知的な遅れはなく，じっとで
きず，他人の行動を遮ったり離席することが多い。

図８　個に応じた教育的対応について
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10．特別支援学校との連携について

　これまで特別支援学校と連携した経験については，ある者が 39.1％（9），ない者が
60.8％（14）であった。それぞれが特別支援学校に今後期待するとした支援内容の比較が
図 10 である。いずれの項目においても連携経験のある者の期待が，経験のない者と比較
して多い。特に「情報提供および指導」については期待するとした者が連携した経験のあ
る者では 55.6％（5），経験のない者では 7.1％（1）であった。
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図 9　特別支援教育の推進にあたって重要であると考える取り組み（複数回答）

図 10　特別支援学校に期待する支援内容と連携経験の有無（複数回答）
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Ⅳ　まとめ
　特別支援教育が 2007 年に実施され，今年度で 5 年が経過した。この間，小学校長の特
別支援教育に関する意識はどのように変化したのか，あるいは変化しなかったのか調査す
ることが今回の研究の大きな目標であった。参考とした吉利・吉海（2006） [7] の研究と比
較すると，調査対象は小規模ではあるが有効回答率が 9 割を超えており一定程度の実態が
明らかにされたのではないかと考えている。
　今回の調査から多くの内容で先行研究と同様の傾向が明らかとなった。特別支援教育に
対する態度としては，理念に賛同するものの，実際の推進においては解決すべき問題が多
いと考えており，自己の知識についても十分満足できるとはいえないと感じている者が多
い。また，特別支援教育の推進のための方策としては，保護者との連携が重視されてお
り，特別支援学校との連携を重視する者は少ない。続いて，学校における児童の相互理解
に関しても，授業などで一緒に活動するとした者が最も多い。
　学校現場において対応や課題が大きく変化していない背景として，予算的な裏付けが少
ないことが考えられるのではないだろうか。一例として，文部科学省における予算の推移
を確認すると，2004 年から 2006 年にかけて予算額の大幅な下落があった後，2007 年以降
緩やかに増加はしているものの，ほぼ横ばいであった [12] [13] [14] [15] [16] [17] [18]。我が国の財政状
況を考えると，横ばいというこの事実も決して非難されるべき実態ではない。しかしなが
ら，同じ資料に見られる特別支援教育対象となる児童・生徒の大幅な増加から考えると，
児童生徒１人あたりの予算は確実に減少しており，学校現場の特別支援教育に関わる熱意
を十分にくみ上げているとは言えない。特別支援教育に関する意識調査に関して多くの報
告に確認される人材不足，人手不足 [6] [7] [8] [10] の根本的な解決は現状では困難であろう。
　この一方で違いが確認された項目もあった。校内での教職員向け研修の内容について，
吉利・吉海（2006） [7] の調査では「障害理解」とした者が最も多かったが，今回の調査で
は「実態把握」とした者が多かった。個々の児童の教育的ニーズをていねいに把握し，そ
れに基づいた支援を提供することが特別支援教育の原点 [1] であるならば，単に障害の特性
を理解するのでなく，個の実態を把握しようとするこの傾向は，特別支援教育がゆっくり
ではあるが確実に根付きつつあると考える事ができる。しかし，この点について結論を出
すには，その差がわずかで一地域における調査であるため，今後の調査が必要である。
　次に，特別支援学校の役割について，今回の調査において特別支援学校に期待する支援
内容と特別支援学校からのサポート経験の有無について確認した。先行研究において，
橘・津村・吉永（2004） [5] は，特別支援学校への期待が高くないことを指摘した。期待が
低いことに関しては，先行研究と同様であるが，今回の調査においては，これまでの被サ
ポート経験の有無によって期待する支援内容が大きく違うことが明らかとなった。被サ
ポート経験のない者にくらべ，被サポート経験のある者では情報提供やコンサルテーショ
ンなど多くの項目において期待をしていた。特別支援学校は地域のセンター的役割を担う
とされ，通常の小中学校などの教員への支援機能をもつことが役割の一つとなった [2]。今
回の調査結果は，特別支援学校のセンター的機能の役割が通常教育の中で一定程度の認識
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と期待を得たことを反映すると考えられる。すなわち，特別支援学校と連携して通常の学
校における教育を実践展開することが有益であったという評価がこのような期待へとつな
がっていると考えられるからである。従って，特別支援学校のセンター的な役割に基づく
小中学校への支援事業の拡大に伴って，このようなサポート業務への期待は，一層の増加
があると予想される。一方で，特別支援教育の推進において重視することを尋ねた設問に
おいて（図 3 参照），特別支援学校との連携を重視するとした回答はなかった。この点に
ついて，上記の内容と不整合がある。A 市内には特別支援学校がなく，最も近い特別支援
学校も A 市役所から車で 1 時間程度離れた地域にある。このような地理的な条件によっ
て，連携を重視するとした回答がなされなかった可能性もある。また，特別支援教育の推
進において重視するという問いにおいては，連携の具体例が説明されておらず，回答者が
どのような行為を連携と考えたかによって左右された可能性もある。
　今回の調査において，これまでの先行研究と比較して特筆するような違いは見いだせな
かった。特に，理念への賛同と推進に関する課題についてはこれまでと変わっておらず，
行政的な何らかの施策を実施する必要性が確認された。一方で，実際の教育の推進におい
ては「障害の理解」から「実態把握」へと研修ニーズの変容が見られ，特別支援学校のセ
ンター的な役割への期待の今後の高まりが予想された。今後，すべての子どもの教育がど
のように実施されていくのか，注意深く見守るとともに，今後の取り組みに期待したい。
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資料　「アンケート用紙」（1 ページ目は除去した）

質問 1 あなたは特別支援教育に関して十分な知識がありますか。 
【①十分である ②まあまあ十分である ③あまり十分ではない ④不十分である】 
 
質問 2 あなたは特別支援教育が掲げる諸理念を支持しますか。 
【①強く支持する ②どちらかといえば支持する ③どちらでもない ④どちらかといえば支持しない ⑤全く支持しない】 

その理由をご記入ください 
 
 
 
質問 3 特別支援教育を推進するために重視することは何ですか。主なもの 3 つに○をしてください。 
【保護者との連携 校内委員会の運営 関係機関との連携 学校内外の人材活用 教職員の人事 

特別支援学校との連携 教育委員会への要望】  
その他(具体的にご記入ください) 

 
 
質問 4 特別支援教育における全校児童の理解推進に関してどのような取り組みをしていますか。 
【①授業で一緒に活動する ②授業時間外に一緒に遊ぶなどして関わる ③全校朝会での講話 ④道徳の時間の利用】 

その他(具体的にご記入ください) 
 
 

質問 5 特別支援教育に関する教職員の理解推進と専門性向上のために校内研修をしていますか。 
【①している ②していない】 
どのような内容の研修を実施していますか 

【障がい理解 児童の実態把握 校内支援体制の構築 保護者との連携 指導の実際】 
その他(具体的にご記入ください) 

 
 
質問 6 特別支援教育コーディネーターの指名と校務分掌への位置づけ 

(1)あなたの学校では、どのような先生に特別支援教育コーディネーターを指名していますか。 
 
 
(2)特別支援教育コーディネーターはどのようなことを行っていますか。 
 
 
 
質問 7 保護者との連携推進 
(1)あなたの学校では特別支援教育の推進に関して保護者への働きかけを行っていますか。 
【①行っている ②行っていない】 
(2)働きかけを行っている学校では、どのような方法で働きかけを行っていますか(複数回答)。 
【資料提供 講演会 学校ホームページ ポスター】 

その他(具体的にお書きください) 
 

質問 8 特別支援学校との連携の推進 
(1) あなたの学校では特別支援学校との連携を行っていますか。 
【①行っている ②行っていない】 
(2) 行っている学校では、どのような連携を行っていますか(複数回答)。 
【教育相談 研修支援 情報提供及び指導 コンサルテーション 実践研究 交流教育】 
(3)特別支援学校からの連携の中で必要とすることは何ですか。 
【教育相談 研修支援 情報提供及び指導 巡回相談 コンサルテーション 交流教育】 
 

質問 9 以下のような実態の子どもは、どのような場で教育されるべきだと思いますか。最もふさわしいと思

う教育措置に○をつけてください。 

 
 
質問 10 特別支援教育の実施において、今後最も必要となる事は何だと考えますか。 
 
 
 
 
 
質問 11 先生ご自身のことをお尋ねします。 
(1) 性 別 【男 女】 
(2) 年 齢 【49 歳以下 51～55 歳 56～60 歳】 
(3) 特別支援教育の経験 

【特別支援学校や養護学校に勤務したことがある 特別支援学級や特殊学級を担任したことがある】 
 
質問 12 勤務校についてお尋ねします。 
(1) 児童数 【 50 人以下 51～100 人 101～150 人 151～200 人 201 人以上】 
(2) 特別支援学級 【特別支援学級(情緒)がある 特別支援学級(知的)がある 通級指導教室がある その他】  

教育措置
児童の実態

トイレットトレーニングができておらず、車いすを利用して
いる。そして１日3回の投薬を必要とする。

言葉を話さないが、手話を理解することができる。難聴で
聞こえにくい。

歩行ができず、車いすを利用している。言葉でのコミュニ
ケーションはできないが、身振りやコミュニケーションボー
ドを使って自分のニーズを伝える事ができる。

視覚障がいの診断を受けている。車いすを利用し、言語
を有さない。
ダウン症の児童で聞こえはよく、言語によるコミュニケー
ションが取れる。本人自身は2、3語の単語しか話すこと
ができない。
LDのある児童で、知的な遅れはなく、計算はできるが文
章問題を解くことが苦手である。

ADHDのある児童で、知的な遅れはなく、じっとできず、
他人の行動を遮ったり離席することが多い。

高機能自閉症のある児童で、その場の状況や相手の感
情を理解できず、集団行動が苦手である。

通常学級 通級 特別支援学級 特別支援学校


